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　信楽高原鐵道信楽駅の子ども駅長は、制帽姿がとても似合
う駅長でした。また、こうかファイヤーフェスティバルでは
防火服にヘルメット姿の子どもが格好良く放水作業を体験

していました。
　制服や作業服には、動きやすく、作業を行いやすくする。その業務にあ
たっている人を明確にする。という大きな役割があると思いますが、子
どもたちにとっては、その職業がもつ優しさや強さ、たくましさを表す
シンボルであり、あこがれの対象ではないでしょうか。神妙な面持ちで
体験する子どもたち、きっとこれまで持っていた夢をさらに大きく膨ら
ませたことだと思います。
　また、いずれの場面でも保護者の方が写真やホームビデオに収められ
ている光景が展開されていました。一生懸命撮影に徹する保護者の方、
自分の幼いころ描いた夢を子どもたちに重ね合わせておられたような、
そんなほほ笑ましい光景でもありました。　ち
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▲信楽高原鐵道信楽駅で１日駅長を務める子ども（関連記事は15ページ）▲信楽高原鐵道信楽駅で１日駅長を務める子ども（関連記事は15ページ）
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公営企業の資金不足を、公営企業の事業規模である料金収入の規模と比較して指標化し、経営状態の悪化の度合いを示すもの
【経営健全化基準…20.0％】
■ 昨年に引き続き甲賀市では全ての公営企業会計で資金不足は生じていません。

資金不足比率

　

地
方
公
共
団
体
の
財
政
を
適
正
に
運
営
す
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
、

「
地
方
公
共
団
体
の
財
政
の
健
全
化
に
関
す
る
法
律
」（
財
政
健
全
化

法
）が
施
行
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

市
で
は
、こ
の
法
律
に
基
づ
き
、財
政
経
営
の
健
全
度
合
い
を
示
す

健
全
化
判
断
比
率
、公
営
企
業
の
経
営
健
全
度
合
い
を
示
す
資
金
不
足

比
率
を
算
出
す
る
他
、財
政
状
況
を
表
す
指
標
を
算
出
し
状
況
を
見
極

め
て
い
ま
す
。ま
た
、よ
り
強
固
な
財
政
基
盤
を
整
え
る
た
め
の
取
り

組
み
を
進
め
て
い
ま
す
。

　

今
月
号
で
は
、こ
れ
ら
の
指
標
や
市
の
取
り
組
み
に
つ
い
て
お
知
ら

せ
し
ま
す
。

市の財政事情

全会計を合算し、地方公共団体全体としての赤字の程度
を指標化し、財政運営の悪化の度合いを示すもの

甲賀市 早期健全化基準 財政再生基準
H21 ―（赤字額なし） 17.20％ 40.00％
H20 ―（赤字額なし） 17.25％ 40.00％
H19 ―（赤字額なし） 17.28％ 40.00％

参考

一般会計等の赤字の程度を指標化し、財政運営の悪化の
度合いを示すもの

甲賀市 早期健全化基準 財政再生基準
H21 ― （赤字額なし） 12.20％ 20.00％ 
H20 ― （赤字額なし） 12.25％ 20.00％ 
H19 ― （赤字額なし） 12.28％ 20.00％ 

参考

借入金（地方債）の返済額およびこれに準じる額の大きさ
を指標化し、資金繰りの程度を示すもの

甲賀市 早期健全化基準 財政再生基準
H21 107.5％ 350.0％ 
H20 126.6％ 350.0％ 
H19 129.7％ 350.0％ 

参考

甲賀市 早期健全化基準 財政再生基準
H21 18.0％ 25.0％ 35.0％
H20 18.3％ 25.0％ 35.0％
H19 17.4％ 25.0％ 35.0％

参考

一般会計等の借入金（地方債）や支払っていく可能性のあ
る負担等の現時点での実質的な負債の額を指標化し、将
来、財政を圧迫する可能性の度合いを示すもの

実質公債費比率 将来負担比率

実質赤字比率 連結実質赤字比率

　

平
成
21
年
度
決
算
に
基
づ
く
甲
賀

市
の
財
政
健
全
化
判
断
比
率
お
よ
び

資
金
不
足
比
率
を
公
表
し
ま
す
。

　
す
べ
て
の
項
目
で
昨
年
度
よ
り
改
善

　

財
政
健
全
化
法
で
は
、財
政
の
健

全
化
を
判
断
す
る
下
表
の
指
標
を
算

定
し
、監
査
委
員
の
審
査
に
付
し
た

上
で
、議
会
に
報
告
す
る
と
と
も
に
、

市
民
皆
様
に
対
し
公
表
す
る
こ
と
が

義
務
付
け
ら
れ
て
い
ま
す
。

　

各
指
標
が
国
の
定
め
た
基
準（
早

期
健
全
化
基
準
、財
政
再
生
基
準
）

を
超
え
た
場
合
、改
善
が
必
要
な
状

態
と
み
な
さ
れ
、財
政
健
全
化
計
画

な
ど
を
策
定
す
る
こ
と
が
義
務
付

け
ら
れ
、国
や
県
の
指
導
の
も
と
財

政
の
健
全
化
を
図
る
こ
と
に
な
り

ま
す
。

　

算
定
の
結
果
、各
指
標
は
基
準
値
を

下
回
る
と
と
も
に
、昨
年
度
算
定
数
値

よ
り
改
善
す
る
こ
と
が
で
き
ま
し
た
。

し
か
し
、「
実
質
公
債
費
比
率
」は
、地

方
債
の
発
行
に
県
の
許
可
を
必
要
と

す
る
18
%
を
下
回
る
こ
と
が
で
き
ず
、

さ
ら
に
改
善
に
向
け
て
努
力
し
て
い

か
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

健
全
化
判
断
比
率

お
よ
び
資
金
不
足
比
率
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財政指標 H18 H19 H20 H21 H21 県平均
財 政 力 指 数 0.755 0.814 0.839 0.832 0.806 
経 常 収 支 比 率（％） 95.9 96.4 95.5 90.9 90.8 
積立金現在高比率（％） 29.4 33.0 34.7 34.6 35.4 
公債費負担比率（％） 16.8 18.6 20.1 19.9 18.5 
地方債現在高比率（％） 209.2 205.4 184.1 168.7 173.5 

　市では、毎年の決算の確定に合わせ、収入と支出の状況を把握するとともに、財政健全化法に基づく指標を算定する
他、財政状況を客観的に表す財政指標を算定しています。

歳 

出

人 件 費 67億3,108万円 66億2,381万円 64億8,650万円 62億1,363万円
扶 助 費 28億986万円 28億6,013万円 29億4,414万円 30億1,038万円
公 債 費 42億8,442万円 46億174万円 51億856万円 51億4,631万円
普通建設事業費 66億797万円 33億1,168万円 22億6,524万円 21億9,851万円
繰 出 金 32億574万円 33億5,083万円 37億8,430万円 41億4,902万円
歳 出 規 模 364億1,358万円 333億5,666万円 324億8,747万円 331億8,992万円

H18 H19 H20 H21

歳 

入

市 税 128億6,756万円 145億640万円 143億3,063万円 136億5,848万円
地 方 交 付 税 61億8,574万円 52億5,958万円 56億2,653万円 66億4,364万円
市 債 60億650万円 35億8,738万円 24億3,784万円 19億9,645万円
歳 入 規 模 373億699万円 339億143万円 331億8,193万円 339億9,673万円

主な項目の決算額の推移

●
財
政
力
指
数

　

�

財
政
力
を
示
す
指
数
で
、数
値
が
高
い
ほ
ど
税

や
負
担
金
、使
用
料
、財
産
収
入
な
ど
、自
主
的

に
収
入
で
き
る
財
源
に
余
裕
が
あ
り
ま
す
。

●
経
常
収
支
比
率

　

�

財
政
の
弾
力
性
を
判
断
す
る
指
標
の
ひ
と

つ
。数
値
が
高
い
ほ
ど
自
由
に
使
え
る
お
金

が
少
な
く
な
り
ま
す
。

●
積
立
金
現
在
高
比
率

　

�

標
準
財
政
規
模
※
に
対
す
る
積
立
金
残
高
の

比
率
。数
値
が
高
い
ほ
ど
緊
急
の
財
政
需
要

に
も
柔
軟
な
対
応
が
可
能
と
な
り
ま
す
。

※
標
準
財
政
規
模

　

�

標
準
的
な
状
態
で
通
常
収
入
さ
れ
る
と
見
込

ま
れ
る
一
般
財
源（
市
民
税
や
地
方
交
付
税

な
ど
使
途
が
限
定
さ
れ
な
い
財
源
）の
規
模

を
示
す
も
の

●
公
債
費
負
担
比
率

　

�

一
般
財
源
総
額
に
占
め
る
公
債
費
を
支
出

す
る
た
め
に
充
て
ら
れ
た
一
般
財
源
の
割

合
。数
値
が
高
い
ほ
ど
財
政
の
硬
直
度
合
い

が
高
く
な
り
ま
す
。

●
地
方
債
現
在
高
比
率

　

�

標
準
財
政
規
模
に
対
す
る
地
方
債
残
高
の
比
率

●
扶
助
費

　

�

生
活
保
護
法
、児
童
福
祉
法
、老
人
福
祉
法
な

ど
に
基
づ
き
援
助
と
し
て
支
払
う
経
費

●
公
債
費

　

�

地
方
公
共
団
体
が
借
り
入
れ
た
地
方
債
の
元

利
償
還
金

●
普
通
建
設
事
業
費

　

�

道
路
、橋
り
ょ
う
、学
校
、公
園
、庁
舎
等
の
社

会
資
本
の
整
備
に
要
す
る
投
資
的
な
経
費

●
繰
出
金

　

�

公
共
下
水
道
事
業
や
介
護
保
健
な
ど
の
特
別

会
計
が
安
定
し
た
運
営
が 

で
き
る
よ
う
に
、

一
般
会
計
か
ら
繰
り
出
す
財
源

財政指標の推移

データで見る財政状況の推移
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財政調整基金 その他特定目的基金減債基金

15億1,076万円11億4,167万円11億4,167万円11億4,167万円13億3,735万円13億3,735万円13億3,735万円

5億3,693万円5億3,693万円5億3,693万円5億3,693万円3億7,371万円3億7,371万円3億7,371万円

60億2,170万円
61億9,701万円61億9,701万円61億9,701万円

53億1,016万円

16億1,517万円16億1,517万円16億1,517万円

3億8,418万円3億8,418万円3億8,418万円

41億7,994万円

15億1,076万円11億4,167万円13億3,735万円

5億3,693万円5億3,693万円3億7,371万円

60億2,170万円
61億9,701万円

53億1,016万円

16億1,517万円

3億8,418万円

41億7,994万円

393億9,636万円

418億696万円

436億9,589万円
439億1,228万円
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地
方
財
政
に
と
っ
て
厳
し
い
財
政
状
況
が

続
く
中
、市
で
は
、「
歳
入
に
見
合
っ
た
歳
出
」

の
徹
底
の
も
と
、事
務
事
業
の
見
直
し
や
経

費
削
減
に
努
め
て
き
ま
し
た
。ま
た
、将
来
世

代
に
で
き
る
だ
け
負
担
を
先
送
り
し
な
い
と

の
考
え
の
も
と
、地
方
債
借
入
れ
の
抑
制
や

過
去
に
借
り
入
れ
た
分
の
繰
上
償
還
を
進
め

て
き
ま
し
た
。

プ
ラ
イ
マ
リ
ー
バ
ラ
ン
ス
※
の

黒
字
化
の
堅
持

　

市
債
の
元
利
償
還
金
は
、20
年
度
に
ピ
ー

ク
を
過
ぎ
た
も
の
の
26
年
度
ま
で
は
40
億
円

超
で
推
移
し
ま
す
。さ
ら
に
公
営
企
業
や
一

部
事
務
組
合
の
起
債
償
還
に
対
す
る
繰
出
金

等
も
27
年
度
ま
で
増
加
傾
向
に
あ
る
こ
と
か

ら
、歳
出
削
減
、公
共
事
業
の
進
度
調
整
等
に

伴
う
市
債
の
新
規
発
行
の
抑
制
に
よ
り
、プ

ラ
イ
マ
リ
ー
バ
ラ
ン
ス
の
黒
字
化
を
堅
持
し

て
い
き
ま
す
。

※
プ
ラ
イ
マ
リ
ー
バ
ラ
ン
ス

　

�

市
債
の
元
利
払
い
を
除
い
た
歳
出
と
市

債
発
行
を
除
い
た
歳
入
と
の
差
。均
衡
し

て
い
る
な
ら
ば
、行
政
サ
ー
ビ
ス
を
借
金

に
頼
ら
な
い
で
実
施
し
て
い
る
こ
と
を

示
し
て
い
ま
す
。赤
字
な
ら
債
務
残
高
が

拡
大
す
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。ま
た
、黒

字
な
ら
債
務
残
高
が
減
少
し
ま
す
。

持
続
可
能
な
財
政
運
営

　

普
通
地
方
交
付
税
の
合
併
特
例
※
が
27

年
度
以
降
の
5
年
間
で
段
階
的
に
終
了

し
、毎
年
約
5
億
円
ず
つ
減
少
す
る
こ
と

が
見
込
ま
れ
ま
す
。そ
の
時
期
を
迎
え
て

も
財
政
運
営
を
持
続
可
能
な
も
の
と
す
る

た
め
、行
政
改
革
推
進
計
画
や
財
政
健
全

化
指
針
の
策
定
・
進
行
管
理
を
通
し
て
行

財
政
改
革
に
取
り
組
み
、財
政
基
盤
の
強

化
に
努
め
ま
す
。

※
普
通
地
方
交
付
税
の
合
併
特
例

　

�

合
併
後
で
も
、合
併
が
な
か
っ
た
も
の
と

仮
定
し
、合
併
前
の
旧
町
ご
と
に
算
定
し

た
普
通
交
付
税
の
合
算
額
を
保
障
し
、合

併
に
よ
る
普
通
交
付
税
の
不
利
益
を
被

る
こ
と
が
な
い
よ
う
に
さ
れ
た
制
度

強
固
な

財
政
基
盤
の
構
築
へ

〜
こ
れ
か
ら
の
取
り
組
み
〜

　•財政規模の縮小

　　17年度決算	 387億979万円
　　21年度決算	 331億8,992万円
　　（▲55億1,987万円・▲14.3%）

　•市債発行の抑制

　　17年度決算	 64億5,290万円
　　21年度決算	 19億9,645万円
　　（▲44億5,645万円・▲69.1%）

　• 経常的な物件費・維持補修費・補助費（一部事務組合
負担金除く）の削減

　　17年度決算	 85億1,377万円
　　21年度決算	 67億775万円
　　（▲18億602万円・▲21.2%）

　• 市債の繰上償還（一般・公共下水道・農業集落排水・
病院・水道会計）

　　247件　34億5,789万円
　　　19年度 　78件　償還元金額 　4億5,137万円
　　　20年度　112件　償還元金額　16億8,347万円
　　　21年度 　 57件　償還元金額　13億2,305万円

　• 職員数の削減（全会計）

　　17年4月1日　1,048人
　　21年4月1日　　947人
　　（▲101人・▲9.6%）

　•給与の独自削減（21年度から継続）

　　特別職等の給料（市長▲10%、副市長・教育長▲8%）
　　�管理職手当（部・次長▲15%、課長・参事▲13%、課長
補佐▲10%）

　　職員給料の削減　　削減額　約3,000万円

　•期末勤勉手当の削減（22年度から実施）

　　�（特別職▲20%、部次長▲16%、課長・補佐▲13%、係
長・主査▲6%、主事▲0.5%）

　　削減額　約1億円（見込）

市の財政事情

これまでの財政健全化に
むけた取り組み

歳
入
に
見
合
っ
た

歳
出
の
徹
底

〜
こ
れ
ま
で
の
取
り
組
み
〜

財政課　財政係  ☎ 65-0676   63-4561問い合わせ

　

今
回
ご
説
明
す
る
指
標
の
値
や
金
額

は
、市
全
体
の
状
況
を
説
明
す
る
た
め
、

一
部
を
除
き
一
般
会
計
と
特
別
会
計（
一

部
の
特
別
会
計
と
公
営
企
業
会
計
を
除

く
）を
合
わ
せ
た
普
通
会
計
と
い
う
統
計

資
料
を
用
い
て
い
ま
す
。
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人件費の状況（平成21年度普通会計決算）2
年度 歳出額（Ａ） 人件費（Ｂ） 人件費率 

（Ｂ／Ａ）
Ｈ21 331億8,992万3千円 62億1,363万1千円 18.7%

職員給与費の状況（平成21年度普通会計決算）3

職員数（Ａ）
給　　与　　費 一人当たり 

給与費 
（Ｂ／Ａ）給  料 職員手当 期末・勤勉手当 計（Ｂ）

756人
27億4,362万8千円 4億3,758万7千円 10億1,209万8千円 41億9,331万3千円

5,547千円
65.4％ 10.4％ 24.2％ 100.0％

（注）１　職員手当には退職手当を含みません。
　　  ２　対象者は、普通会計に属する職員で年間休業者を除きます。

給与費

　

地
方
公
務
員
法
第
58
条
の
2
の
規
定
な
ら
び
に
、
甲
賀
市
人
事
行
政
の

運
営
等
の
公
表
に
関
す
る
条
例
の
規
定
に
よ
り
、
平
成
21
年
度
の
市
の
職

員
の
給
与
、
人
数
な
ど
に
つ
い
て
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

　

な
お
、
こ
の
内
容
の
ほ
か
、
詳
細
は
市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で
も
ご
覧
い
た

だ
け
ま
す
。

部門別職員数の増減とその主な理由（各年４月１日現在）1 市
職
員
の
給
与
、

人
数
等
の
状
況

部門 平成21年 平成22年 増減 主な増減理由

普

通

会

計

一
般
行
政

議 会 6 6 0 
総 務 企 画 146 139 ▲　7 業務分担の見直し
税 務 39 40 1 滞納整理体制の強化
民 生 242 244 2 保育業務の増加
衛 生 53 52 ▲　1 業務分担の見直し
労 働 7 7 0 
農 林 水 産 32 31 ▲　1 業務分担の見直し
商 工 13 15 2 特区推進業務の増加
土 木 51 49 ▲　2 業務分担の見直し
小 計 589 583 ▲　6 

特
別
行
政

教 育 193 186 ▲　7 業務分担の見直し
消 防 0 
小 計 193 186 ▲　7 

公
営
企
業
等
会
計

病 院 76 69 ▲　7 病院事業の縮小
水 道 24 25 1 施設維持管理体制の強化
下 水 道 27 25 ▲　2 業務の減少
そ の 他 38 37 ▲　1 業務分担の見直し
小 計 165 156 ▲　9 
合計 947 925 ▲ 22 

（単位：人）

一般職員に関する人件費 55億288万2千円
市長、副市長、教育長 4,807万3千円
議員に関する人件費 1億7,514万1千円
各種委員に対する報酬 4億8,753万5千円

合　　　計 62億1,363万1千円

人件費の内訳

その他の支出

一般
職員

特別職
議員
各種委員

人件費
18.7％

職員数（Ａ）
共　　済　　費 一人当たり 

共済費 
（Ｂ／Ａ）

地方公務員共済
組合負担金

公立学校共済
組合負担金

市町村職員
互助会負担金

退職手当組合
負担金

地方公務員災害
補償基金負担金 計（B)

782人 7億9,900万5千円 3,178万5千円 1,326万円 4億5,953万7千円 598万2千円 13億956万9千円 167万5千円
（注）１　共済費とは一般企業の社会保険料、労働保険料にあたるものです。
　　  ２　甲賀市は滋賀県市町村職員退職手当組合に加入し、退職金は退職手当組合から支給しています。

共済費

職員手当の状況（平成21年度普通会計決算）4
扶養
手当

住居
手当

通勤
手当

特勤勤務
手当

時間外勤務
手当

休日勤務
手当

宿日直
手当

管理職
手当 児童手当 夜間勤務

手当 合計

7,578万3千円 2,319万円 4,766万円 49万8千円 1億6,760万7千円 112万4千円 568万6千円 9,670万5千円 1,932万2千円 1万2千円 4億3,758万7千円

2010.12.15 平成22年12月1日



職員手当の内容（平成21年度）5
区　分 甲賀市 国

期
末
・
勤
勉
手
当

（支給割合）

甲賀市の制度と同じ

期末 勤勉 計
6月期 1.25月分 0.70月分 1.95月分
12月期 1.50月分 0.70月分 2.20月分
計 2.75月分 1.40月分 4.15月分

※職制上の段階、職務の級等による加算措置 〔有〕

扶
養
手
当

（支給額）

甲賀市の制度と同じ

配偶者 13,000円
扶養親族 6,500円

（配偶者がない場合の１人目） (11,000円)
満16歳になる年度から
満22歳になる年度末まで 加算 5,000円

住
居
手
当

（支給額） （月額）

甲賀市の制度と同じ
借家・借間（最高限度） 27,000円

持ち家（新築・購入から５年） 2,500円
※持ち家に係る手当は平成21年12月から廃止しました。

通
勤
手
当

（支給額）

 甲賀市の制度と同じ

公共交通機関利用（最高限度）　　　55,000円／月

交通用具使用（月額）
距離 金額
2km未満 －

2km以上  5km未満 2,000円
5km以上10km未満 4,100円
10km以上15km未満 6,500円
15km以上20km未満 8,900円
20km以上25km未満 11,300円
25km以上30km未満 13,700円
30km以上35km未満 16,100円
35km以上40km未満 18,500円
40km以上45km未満 20,900円
45km以上50km未満 21,800円
50km以上55km未満 22,700円
55km以上60km未満 23,600円
60km以上　　　　　 24,500円

特殊勤務手当
（平成21年度
普通会計決算）

支給総額 498,000円

職員全体に占める 
手当支給職員の割合 9.4%

支給職員１人当たり 
平均支給年額 5,533円

支給した手当の種類 
（手当数） 1

時間外勤務手当
（普通会計決算）

支給総額 
（Ａ）

臨時的な時間外手当
(選挙の投開票） 

(Ｂ）

差引通常経費 
(Ａ)－（Ｂ）＝（Ｃ）

対象者数 
（Ｄ）

職員1人当たり 
平均支給年額 
（Ｃ）/（Ｄ）

21年度 1億6,760万7千円 2,880万6千円 1億3,880万1千円 586人 236,862円

20年度 1億5,125万5千円 1,135万7千円 1億3,989万8千円 612人 228,592円
（注）１　時間外勤務手当の支給対象者は平成21年度普通会計の職員数756人の内、管理職170人を除く586人です。

職員の平均給料月額および平均年齢の状況（平成22年4月1日現在）6

区　分
一般行政職　674名 医療職　33名 技能労務職　62名

平均給料月額 平均年齢 平均給料月額 平均年齢 平均給料月額 平均年齢

普通会計 312,800円 40歳7月 291,400円 38歳8月 284,300円 53歳1月

2010.12.1 6平成22年12月1日



職員の初任給の状況（平成22年4月1日現在）7

区　分
甲賀市 国（Ⅰ種）

決定初任給 採用2年経過日 
給料月額 決定初任給 採用2年経過日 

給料月額

一　般 
行政職

大学卒 172,200円 184,200円 185,800円 198,200円

短大卒 149,800円 160,200円 152,800円 164,300円

高校卒 140,100円 148,500円 140,100円 148,500円

職員の経験年数別・学歴別
平均給料月額の状況　　

（平成22年4月1日現在）

8

区　分 経験年数
10年

経験年数
15年

経験年数
20年

一　般 
行政職

大学卒 265,700円 302,500円 357,000円
短大卒 236,100円 288,400円 322,100円
高校卒 対象者なし 対象者なし 309,300円

国との給料月額の水準比較(ラスパイレス指数※)の状況9
区　分 平成21年度

一般行政職 96.4 ※国家公務員の給料月額を100とみなした場合の指数

一般行政職の級別職員数の状況（平成22年4月1日現在）10
区　分 １級 ２級 ３級 ４級 ５級
標準的な 
職務の名称 主事 主事 主査 係長 課長補佐

職員数 59人 114人 214人 121人 89人
構成比 8.8% 16.9% 31.7% 17.9% 13.2%
区分 ６級 ７級

計標準的な 
職務の名称 課長 次長

部長
職員数 47人 30人 674人
構成比 7.0% 4.5% 100.0%

（注）１ �甲賀市の給与条例に基づく給料表の級区分による職
員数です。

　　  ２ �標準的な職務の名称とは、それぞれの級に該当する
代表的な職名です。

甲賀市独自の削減状況（平成21年度普通会計の状況）11

区　分 削減内容 削減額

特別職給料削減

（月額）

 247万2千円

本来の支給額 削減率 削減後の額
市長 900,000円 10% 810,000円
副市長 750,000円 8% 690,000円
教育長 700,000円 8% 644,000円

　
管理職手当の削減

（月額）

883万2千円

職名 本来の支給額 削減率 削減後の額
部長級 79,100円 15% 67,235円
次長級 70,200円 15% 59,670円
課長級 60,200円 13% 52,374円
参事 56,000円 13% 48,720円
課長補佐 47,100円 10% 42,390円

※一般行政職を例にあげています。

職員給料の削減
1，374万7千円

管理職 現給保障給の100％削減
一般職 現給保障給の30％削減

※現給保障給とは平成18年4月1日に給与改革があった際、
　その前日に受けていた給料と新給料の差額を支給するものです。
　平成22年4月からは、全職種において廃止しました。

職員給料の削減に伴う期末、勤勉手当の減額 561万7千円

合　　　計 3，066万8千円

公平委員会の報告12
①勤務条件に関する措置の要求の状況
②不利益処分に関する不服申し立ての状況
③その他 いずれも平成21年度において要求はありませんでした。

職員課　給与係  ☎ 65-0668   63-4561問い合わせ

　市の独自削減として特別職、一般職員の給与について以下のとおり実施しています。

2010.12.17 平成22年12月1日



瑞
宝
小
綬
章

中な
か
も
り森　

武
た
け
し

氏（
土
山
町
猪
鼻
）

　

昭
和
36
年

4
月
に
滋
賀

県
に
奉
職
さ

れ
て
以
来
、40

年
の
長
き
に

わ
た
り
滋
賀
県
職
員
と
し
て
地
方
行

政
に
従
事
さ
れ
ま
し
た
。

　

こ
の
間
、議
会
事
務
局
長
、農
政
水

産
部
長
な
ど
の
要
職
を
歴
任
さ
れ
、

県
民
生
活
の
向
上
に
尽
力
さ
れ
、ま

た
、平
成
15
年
4
月
か
ら
19
年
4
月

ま
で
は
代
表
監
査
委
員
と
し
て
、監

査
制
度
の
確
立
に
貢
献
さ
れ
ま
し

た
。現
在
も
滋
賀
県
医
師
会
監
事
を

始
め
と
す
る
多
く
の
役
職
で
ご
活
躍

さ
れ
て
い
ま
す
。

瑞
宝
双
光
章

山や
ま
お尾　

康や
す
お雄
氏（
甲
南
町
新
治
）

　

公
立
小
学

校
教
諭
と
し

て
、健
全
な
児

童
の
育
成
を

め
ざ
し
、基
礎

学
力
の
向
上
、体
力
向
上
に
努
め
ら

れ
、初
等
教
育
に
尽
す
い
さ
れ
ま
し

た
。

　

ま
た
、滋
賀
県
教
育
委
員
会
事
務

局
同
和
教
育
指
導
課
長
と
し
て
、人

権
教
育
振
興
に
大
き
な
役
割
を
果

た
さ
れ
、さ
ら
に
は
公
立
小
学
校
の

教
頭
、校
長
と
し
て
教
育
環
境
の
向

上
に
、石
部
町
教
育
委
員
会
教
育
長

と
し
て
教
育
行
政
に
尽
す
い
さ
れ

ま
し
た
。

瑞
宝
単
光
章

冨と
み
ま
す増　

純
じ
ゅ
ん
い
ち一

氏（
信
楽
町
長
野
）

　

昭
和
31
年

よ
り
信
楽
焼

製
造
業
に
従

事
さ
れ
、平
成

4
年
に
信
楽

焼
伝
統
工
芸
士
に
認
定
、そ
の
後
現

在
ま
で
、信
楽
伝
統
工
芸
士
会
会
長
、

滋
賀
県
伝
統
工
芸
士
会
会
長
な
ど
多

く
の
役
職
を
務
め
ら
れ
、技
術
の
伝

承
、人
材
の
育
成
に
尽
力
さ
れ
ま
し

た
。

　

ま
た
、信
楽
焼
の
技
法
、歴
史
に
つ

い
て
研
究
さ
れ
、多
く
の
書
物
を
発

刊
さ
れ
る
な
ど
、信
楽
焼
の
振
興
に

大
き
く
貢
献
さ
れ
ま
し
た
。

瑞
宝
双
光
章

玉た
ま
き木　

正ま
さ
お夫
氏（
信
楽
町
勅
旨
）

　

昭
和
46
年

6
月
に
自
衛

隊
に
入
隊
さ

れ
、35
年
有
余

に
わ
た
り
第

7
師
団（
北
海
道
東
千
歳
市
）で
戦
車

小
隊
長
と
し
て
小
隊
の
指
揮
統
率
に

従
事
さ
れ
ま
し
た
。

　

ま
た
、隊
員
の
服
務
指
導
や
即
応

予
備
自
衛
官
の
召
集
訓
練
を
担
当
さ

れ
、人
材
育
成
に
貢
献
さ
れ
ま
し
た
。

　

さ
ら
に
は
厚
生
班
長
と
し
て
隊
員

の
福
利
厚
生
業
務
に
務
め
ら
れ
る
な

ど
、防
衛
行
政
に
尽
力
さ
れ
ま
し
た
。

瑞
宝
双
光
章

森も
り
し
ま島　

保
た
も
つ

氏（
甲
南
町
寺
庄
）

　

昭
和
32
年

4
月
に
滋
賀

県
巡
査
に
就

か
れ
て
以
来
、

40
年
余
の
長

き
に
わ
た
り
警
察
業
務
に
取
り
組
ま

れ
、地
域
警
察
部
門
等
を
中
心
に
活

躍
さ
れ
ま
し
た
。

　

こ
の
間
、駐
在
所
や
交
番
に
お
い

て
警
ら
活
動
等
の
各
種
防
犯
活
動
に

精
励
さ
れ
、事
故
防
止
や
犯
罪
検
挙

に
多
く
の
業
績
を
お
さ
め
ら
れ
、地

域
住
民
の
安
全
確
保
に
大
き
く
貢
献

さ
れ
ま
し
た
。

秋
の
叙
勲
・
危
険
業
務
従
事
者
叙
勲

秋
の
叙
勲

危
険
業
務
従
事
者
叙
勲

平
成
22
年
秋
の
叙
勲
お
よ
び
第
15
回
危
険
業
務
従
事
者
叙
勲
で
市
内
か
ら
次
の

方
々
が
受
章
さ
れ
ま
し
た
。

受
章
お
め
で
と
う
ご
ざ
い
ま
す

その他
•�参加対象となっておられる方へは個別に
招待状は送付しませんが、対象の方であれ
ばどなたでも参加できます。（市内在住の
有無を問いません。）
•�当日は、駐車スペースの不足が予想されま
すので、公共交通機関をご利用ください。
•�本人以外の入場はできませんのでご了承
ください。ただし、付き添いが必要な場合
は、事前にご連絡をお願いします。

　　　　 　　 社会教育課　青少年育成係
☎ 86-8022   86-8380
問い合わせ

主催　甲賀市・甲賀市教育委員会・成人式実行委員会

平成23年
（2011年）

期 日 平成23年1月9日（日）
会 場 あいこうか市民ホール
対 象 平成2年4月2日～

平成3年4月1日生まれの方
13:30～ 開場・受付
14:00～14:30 第一部　記念式典
14:45～16:00 第二部　記念イベント～新成人のつどい～
 　　　　地域代表ペンタゴン（クイズ大会）

16:30～18:00	 水口社会福祉センター
16:30～18:00	 水口中央公民館（鹿深ホール）
17:15～19:00	 土山開発センター
17:00～18:30	 かふか生涯学習館
17:00～19:00	 忍の里プララ
17:15～19:00	 信楽中央公民館

第三部　地元に集まれ!若人よ☆（分散開催）

日 程

甲賀市成人式
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奥
おくだ

田 真
ま ち こ

知子さん
　　知

ち な み

菜実さん
（信楽町長野）
　信楽まちなか芸術祭は、産業と観光が接点となった、
いろんなことを知ることができるイベントだったと思
います。
　まちなかには焼もののまちとしての歴史がたくさんあ
ります。これらをアピールできるよい機会だったと思い
ます。これからも地域が感じる信楽を地域全体で盛り上
げていくことができればいいですね。

藤
ふじもと

本　　忠
ただし

さん
　　リエ子

こ

さん
（大阪府枚方市）
　毎年この季節
に紅葉とまちな
みの観光に訪れ
ています。今回
は、信楽まちなか

芸術祭のため、仕事の風景なども見ることができ、新たな
面を知ることができました。
　信楽のまちは、落ち着いた古き良き時代の雰囲気があ
り、ホッとします。この素敵な風景が変わらず残り続けて
ほしいと思います。

松
まつもと

本　良
りょうた

太さん
（茨城県笠間市）
 　自分が住んで
いる所が陶器のま
ちで、もともと陶
器に興味があり、
全国の陶器のまち
を訪れています。
　信楽まちなか芸術祭は、聞いていたよりも規模が大き
く、陶芸に間近に触れることができて驚いています。こう
してまち全体で取り組んでいるイベントは珍しいのでは
ないでしょうか。やはり演出は大事ですね。

鈴
すずき

木　伸
しんいち

一さん
（奈良県奈良市）
　趣味で水彩画
を楽しんでいま
す。ここにしかな
い独特の風景が
間近に見られて
うれしいです。
　信楽には何回か来たことがありますが、国道から見え
るたぬきの風景以外は知りませんでした。違う季節にも
訪れたいです。
　まちなかでは、多くの地域の人に声をかけてもらいま
した。そんな何気ないあいさつがうれしいですね。

インフォメーションスタッフ

伊
いとう

藤　由
ゆうこ

子さん
（湖南市）

 
　信楽というまちを知り、多くの方と触れ合うことがで
き、充実した毎日で非常に勉強になりました。これからは
この経験を自分の地域でも生かせていければと思います。
　信楽はだれもが「○○ちゃん」と呼べるような、みんな
が協力できるようなまちだと思います。今回はさらに団
結できるよいきっかけだったと思います。

まちなか会場スタッフ

北
きたむら

村　勝
かつこ

子さん
（信楽町長野）

 　登り窯など古
いまちなみの保
存に非常に努力
されていること
を知るなど、私た
ち地元の人間でも新しい発見があり勉強になりました。
開会中、何回も訪れる方が多くおられ、私自身が信楽の魅
力の大きさを感じる機会にもなりました。
　いろんな方と顔見知りになり楽しく過ごせました。こ
ういう機会があればまた参加したいですね。

　深まりゆく秋の信楽を舞台に展開された信楽まちなか芸術祭が11月23日、54日の会期を終えて閉幕しました。
　信楽焼を始め、朝宮茶や紫香楽宮跡など、このまちにしかない歴史や文化を発信した祭典。訪れとおもてなしの融合
によってまちのいたるところで感動が生まれ、そしてまちの新しく大きな可能性を感じることができました。
　今回は、信楽まちなか芸術祭に訪れていただいた方、会場でスタッフとして信楽まちなか芸術祭を支えていただいた
方の声をご紹介します。

訪れる

迎える

信楽まちなか芸術祭の詳しい模様は、12月15日号の特集でご紹介します。

信楽まちなか芸術祭が閉幕
たくさんの感動と大いなる可能性を生み出し

2010.12.19 平成22年12月1日



NO.14

　　　　　　 地域コミュニティ推進室  ☎ 65‐0687   63‐4554問い合わせ

　最高裁判所において、遺族の方が年金として受給する生
命保険金のうち、相続税の課税対象となった部分について
は、所得税の課税対象にならないとする判決がありました。
そこで、このような年金に係る税務上の取扱いを改めるこ
とになりましたのでお知らせします。
　これにより、平成17年分から平成21年分までの各年分に
ついて所得税が納めすぎとなっている方につきましては、
その納めすぎとなっている所得税が還付となります。
　お手数をお掛けしますが、必要な手続き（更正の請求または
確定申告など）をしていただきますようお願いします。

　この取扱いの変更の対象となる方や所得税の還付のお手
続きについては、国税庁ホームページ【www.nta.go.jp】を
ご覧いただくか、最寄りの税務署にお問い合わせください。
※�平成17年分について、早い方は平成22年12月末が還付で
きる期限となりますので、お早めのお手続きをお願いし
ます。
※�受け取られた年金の受給権が相続税や贈与税の課税対
象となる場合は、実際に相続税や贈与税の納税額が生じ
なかった方も対象となります。

水口税務署  ☎ 62-0314（自動音声案内）問い合わせ

市
民
の
皆
さ
ん
の
ご
意
見
、自
治
振
興
委
員
会
で
協
議
中

　

新
し
い
地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ「（
仮
称
）自
治
振
興
会
」

に
よ
る
ま
ち
づ
く
り
に
つ
い
て
は
、こ
れ
ま
で
地
域
区

長
会
や
タ
ウ
ン
ミ
ー
テ
ィ
ン
グ
、学
区
説
明
会
な
ど
に

よ
る
説
明
会
を
市
内
全
域
で
開
催
し
、多
く
の
市
民
の

皆
さ
ん
に
参
加
を
い
た
だ
き
ま
し
た
。各
説
明
会
で
は
、

様
々
な
ご
意
見
や
ご
質
問
を
お
聞
か
せ
い
た
だ
い
て
い

ま
す
。

　

市
で
は
お
聞
か
せ
い
た
だ
い
た
ご
意
見
の
う
ち
、市

の
素
案
と
の
協
議
・
調
整
が
必
要
な
も
の
に
つ
い
て
、8

月
に
設
置
し
た
自
治
振
興
委
員
会
で
、現
在
、議
論
を
進

め
て
い
た
だ
い
て
い
ま
す
。

住
民
自
治
実
現
に
向
け
て
、　

市
民
の
皆
さ
ん
か
ら
貴
重
な
ご
意
見

　

こ
れ
ま
で
開
催
し
た
説
明
会
に
は
、タ
ウ
ン
ミ
ー

テ
ィ
ン
グ
で
約
1
，2
5
0
名
、学
区
説
明
会
に
は
約

9
5
0
名
、さ
ら
に
区
や
自
治
会
な
ど
の
単
位
で
開
催

さ
れ
ま
し
た
出
前
講
座
に
約
2
，3
0
0
名
と
、多
く
の

市
民
の
皆
さ
ん
に
ご
参
加
を
い
た
だ
き
ま
し
た
。

　

各
説
明
会
で
、お
聞
き
し
た
ご
意
見
や
ご
質
問
は
、住

民
自
治
実
現
に
向
け
て
貴
重
な
ご
意
見
ば
か
り
で
す
。

お
聞
か
せ
い
た
だ
い
た
ご
意
見
に
つ
い
て
は
、各
会
場

で
、市
と
し
て
の
考
え
方
を
説
明
さ
せ
て
い
た
だ
い
た

と
こ
ろ
で
す
。ま
た
、こ
う
し
た
ご
意
見
の
中
に
は
、住

民
自
治
実
現
の
た
め
に
も
市
に
も
柔
軟
な
対
応
が
求
め

ら
れ
る
も
の
も
あ
り
、市
の
素
案
と
の
協
議
・
調
整
が
必

要
と
考
え
て
い
ま
す
。

自
治
振
興
委
員
会
に
報
告

　

市
で
は
、市
民
の
皆
さ
ん
か
ら
聞
か
せ
て
い
た
だ
い

た
す
べ
て
の
ご
意
見
に
つ
い
て
、自
治
振
興
委
員
会
に

報
告
さ
せ
て
い
た
だ
き
ま
し
た
。ま
た
、そ
の
中
で
、市

の
素
案
と
の
協
議
・
調
整
が
必
要
な
ご
意
見
に
つ
い
て

は
8
つ
の
項
目
に
集
約
し
、同
委
員
会
で
の
議
論
を
お

願
い
し
、委
員
会
と
し
て
の
意
見
を
ま
と
め
て
い
た
だ

く
こ
と
に
し
て
い
ま
す
。

　

同
委
員
会
は
、地
域
区
長
会
の
代
表
や
市
内
各
地
域

で
ご
活
躍
い
た
だ
く
市
民
代
表
の
皆
さ
ん
な
ど
15
名
の

方
か
ら
構
成
さ
れ
る
委
員
会
で
、委
員
の
皆
さ
ん
に
は
、

常
に
市
民
視
点
と
い
う
姿
勢
を
大
切
に
し
て
い
た
だ
き

な
が
ら
、積
極
的
な
意
見
交
換
を
展
開
い
た
だ
い
て
い

ま
す
。

自
治
振
興
委
員
会
の
意
見
を
受
け
、

市
の
最
終
案
を
ま
と
め
ま
す

　

委
員
会
は
、8
月
の
第
1
回
以
降
、こ
れ
ま
で
計
4
回

開
催
い
た
だ
い
て
お
り
、今
後
も
委
員
会
を
重
ね
て
い

た
だ
き
、よ
り
よ
い
ま
ち
づ
く
り
へ
の
議
論
を
深
め
て

い
た
だ
き
ま
す
。

　

今
後
、市
で
は
、委
員
会
と
し
て
の
見
解
を
お
示
し
い

た
だ
い
た
後
に
、そ
の
ご
意
見
を
尊
重
さ
せ
て
い
た
だ

き
な
が
ら
、市
の
実
情
に
照
ら
し
合
わ
せ
た
上
で
、市
の

最
終
案
と
し
て
ま
と
め
て
ま
い
り
ま
す
。

相続等に係る生命保険契約等に基づく
年金の税務上の取扱いを変更  

●�（
仮
称
）自
治
振
興
会
の
区
域
に
つ
い
て

●�（
仮
称
）地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
セ
ン
タ
ー
の
窓
口
機
能

に
つ
い
て

●�（
仮
称
）自
治
振
興
会
の
設
立
の
時
期
に
つ
い
て

●�

区
、区
長
会
、（
仮
称
）自
治
振
興
会
の
関
係
に
つ
い
て

●�（
仮
称
）地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
セ
ン
タ
ー
の
位
置（
施

設
）に
つ
い
て

●�（
仮
称
）自
治
振
興
会
に
よ
る
市
民
サ
ー
ビ
ス
の
向
上

に
つ
い
て

●�

自
治
基
本
条
例
の
制
定
及
び
レ
ベ
ル
の
平
準
化
に
つ

い
て

●�

自
治
振
興
交
付
金
に
つ
い
て

協
議
・
調
整
い
た
だ
く
８
項
目
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